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はじめに 

 

 

地球温暖化問題は、異常気象の頻発や農林水産業、生態系への

影響が懸念されるなど、その予想される影響の大きさや深刻さか

ら見て、人類の生存基盤に関わる最も重要な環境問題の一つであ

ります。 

私たちの生活や経済の営みにエネルギーは不可欠ですが、石油

などの化石燃料は、使用に伴う大気中の二酸化炭素の排出が地球

温暖化の一因となっており、その排出抑制は世界共通の喫緊の課題となっています。 

 また、世界のエネルギー需要が増大し続けるなか、石油をはじめとした化石燃料資源の

ほとんどは２１世紀中には枯渇することが懸念されており、石油代替エネルギーへの転換

を図るため、新エネルギーの導入推進が強く求められています。 

 このような状況を受け、当市では、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

の実施する平成２１年度「地域新エネルギー・省エネルギービジョン策定等事業」の補助

により、当市の地域特性を活かした新エネルギーの導入の方向性を明示することを目的と

した「津山市地域新エネルギービジョン」を策定いたしました。 

このビジョンは、「津山市第４次総合計画」のめざす都市像の一つ「自然ゆたかな環境共

生都市」を実現するため、新エネルギーの導入の方向性を明示し、省エネルギーとともに

新エネルギーの普及促進を図るものです。 

今後はこのビジョンに掲げたプロジェクトについて、市民・事業者・市民団体・教育機

関・市のそれぞれが協働しながら取組むことで、着実に新エネルギーの普及促進を進めた

いと考えておりますので、皆様のご理解とご協力、そして積極的なご参画をお願いいたし

ます。 

最後になりましたが、このビジョンの策定にあたり、ご尽力いただいた津山市地域新エ

ネルギービジョン策定委員会の委員の皆様をはじめ、アンケート調査でご協力をいただき

ました市民や事業者の皆様に心から感謝を申し上げますともに、引き続きご支援、ご協力

を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

平成２２年２月 

                         津山市長 桑 山 博 之 
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第１章 ビジョン策定の背景と意義 

１．ビジョン策定の背景 

 

近年、地球温暖化問題をはじめとする様々な地球環境問題が顕在化・深刻化しています。特に

地球の温暖化による異常気象や海面の上昇等、気候変動による影響は、既に世界各地で顕在化し

ており、地球環境への深刻な影響が懸念されています。 

今後も、豪雨や干ばつ等の異常気象の増加や生態系への悪影響の拡大、食糧生産への影響、感

染症による被害の拡大等、人間の健康や経済社会活動への広範かつ深刻な影響が予測されており、

地球温暖化問題は、人類の生存基盤を脅かす最も重要かつ緊急課題の一つとなっています。 

地球温暖化は、石油や石炭等の化石燃料に支えられている私たちの豊かで便利な社会経済活動

が一因であると考えられており、被害者である私たち自身が同時に加害者であるという複雑な側

面を有する深刻な問題です。 

現在、世界で使用されているエネルギーの約９割が化石燃料であると言われていますが、化石

燃料は有限なものであり、エネルギー資源の枯渇が大きく指摘されています。特に、日本はエネ

ルギー資源のほとんどを輸入に頼っており、省エネルギー対策の推進や取組みの実施、また、エ

ネルギー利用効率の向上や新エネルギーの導入等、早急な対応が求められています。 

このような状況の中、２００５年（平成１７年）２月に発効された京都議定書では、日本には

第一約束期間（２００８年（平成２０年）～２０１２年（平成２４年））の５年間における温室

効果ガスの平均排出量を、１９９０年（平成２年）比で６％削減することが義務付けられ、地球

温暖化防止に向け重要な一歩が踏み出されました。また、２００９年（平成２１年）９月には政

府が国連気候変動首脳級会合で、２０２０年（平成３２年）までに温室効果ガスを１９９０年（平

成２年）比で２５％削減する、新たな日本の中期目標を世界に向けて表明しました。しかし、現

在、日本の温室効果ガス排出量は１９９０年（平成２年）に比べ９．０％増加（２００７年度（平

成１９年度）実績）しており、排出量削減の約束の履行には更なる取組みの推進が必要となって

きます。 

国はこうした状況に対して、様々な施策を展開してきました。石油等エネルギー資源の大半を

輸入に頼っている日本にとって、石油由来エネルギーの利用効率向上に加え、これまで利用され

てこなかった新エネルギー資源の導入促進を図り、安定したエネルギー供給体制を構築すること

は大きな課題となっています。 

 津山市は、市面積の約７割に及ぶ森林を有する、都市と自然が融合する表情豊かな地域であり、

バイオマスエネルギーを中心とした新エネルギー導入を推進するのに適した条件を備えていま

す。また、「津山市第４次総合計画」においても、目指す都市像の一つとして「自然ゆたかな環

境共生都市」を掲げ、人と自然が共生したゆとりと安らぎのある生活空間の形成、環境への負荷

の少ない持続可能な循環型社会の実現を推進することとしています。 

 こうした背景を踏まえ、地域の特性を生かした新エネルギー導入を推進し、地球環境問題に対

し地域から貢献すると共に、地域振興や環境に対する市民の意識向上を図ることを目的とし、津

山市地域新エネルギービジョンを策定するものです。 
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２．新エネルギー導入の必要性 

 

近年、ますます深刻化する地球温暖化問題やエネルギー資源の枯渇問題等、エネルギーをめぐ

る諸問題は、私たちの健康や生活環境、経済社会活動に広範かつ深刻な影響を与えることが予測

されます。これらエネルギーをめぐる諸問題を解決の方向に導くためには、森林環境保全の推進、

省エネルギー行動の実践はもとより、地域の足元から進める新エネルギーの導入が求められます。 

以下にエネルギーをめぐる諸問題の現状について説明します。 

 

（１）気温の変動 

 地球の年平均気温は、過去１００年間では０．６７℃上昇しており、特に１９８０年代以降、

高温となる年が頻出していると言われています。また、日本では、過去１００年間で平均気温が

１．１１℃上昇しており、特に１９９０年代以降、高温となる年が頻出しています（図１－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１－１ 世界の年平均気温の平年差 

（出典：気象庁ホームページ）

（注） 棒グラフ  ：各年の平均気温の平年値との差 

折れ線（青）：平年差の５年移動平均 

直線（赤）  ：長期的な変化傾向 

平年値は１９７１～２０００年の３０年平均値 
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（２）二酸化炭素濃度の変動 

二酸化炭素は地球温暖化に及ぼす影響が最も大きな温室効果ガスです。人間活動に伴う化石燃

料の消費、セメント製造過程における石灰石の熱分解、土地利用の変化による森林破壊等により、

大気中の二酸化炭素濃度は増加しています。地球温暖化に関する科学的な調査を行っている国際

的組織「気候変動に関する政府間パネル（以下「ＩＰＣＣ」と言う。）」が２００７年（平成１

９年）２月にまとめた第４次評価報告書第１作業部会報告書によると２００５年（平成１７年）

の世界の平均濃度は３７９ｐｐｍ※１となっています。現在の濃度は１８世紀より前の平均的な値

である２８０ｐｐｍに比べて３５％増加しています（図１－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

またＩＰＣＣ第４次評価報告書第１作業部会報告書では、このまま温室効果ガスの排出量が増

え続けた場合、２１００年には地球の平均気温は１．１～６．４℃、海面水位は１８～５９ｃｍ

上昇すると予測されており、その結果、農業、食糧供給、水資源、人間の健康等への影響が危惧

されています。 

 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
※１ ｐｐｍ（parts per million：ピーピーエム）：成分比や濃度を表す単位。百万分のいくつにあたるかを示す。 
※２ 氷床コア：南極やグリーンランドの氷床から取り出される氷。過去の大気組成や気温などを知る手がかり

となる。 

※３ 放射強制力：宇宙に逃げる熱を制限する力（１平方メートルあたりのワット数で表す）。温室効果への影

響の尺度であり、数字が大きいほど地表面を暖める作用が強い。 

図１－２ 氷床コア※２と現代のデータによる温室効果ガスの変化 

（出典：ＩＰＣＣ第４次評価報告書第１作業部会ＳＰＭ図１） 

※３ 
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（３）日本の温室効果ガス排出量の推移 

わが国においては、１９９０年度（平成２年度）から２００７年度（平成１９年度）にかけて

温室効果ガス排出量が９．０％増加しています。これは、自動車や家電製品、情報機器等の普及

による運輸旅客部門ならびに民生家庭部門の消費量の伸びが全体の消費量を押し上げたことが最

も大きな要因と考えられます。一方で、二度の石油危機を契機に石油代替エネルギーの導入と省

エネルギー政策が進められた産業部門においては、エネルギーの消費量がほぼ横ばいで推移して

います（図１－３）。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）ＳＦ６：六ふっ化硫黄 ＰＦＣｓ：パーフルオロカーボン 

 ＨＦＣｓ：ハイドロフルオロカーボン Ｎ２Ｏ：一酸化ニ窒素 

 ＣＨ４：メタン  ＣＯ２：二酸化炭素  

図１－３ 温室効果ガス排出量の推移 

（出典：環境省「２００７ 年度（平成１９年度）の温室効果ガス排出量（確定値）について」） 
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（４）日本の近年のエネルギー消費の推移 

最終エネルギー消費の推移をみると、１９８５年度（昭和６０年度）から１９９０年度（平成

２年度）にかけて大幅に増加し、その後２０００年度（平成１２年度）までは急激に増加しまし

たが、それ以降はほぼ横ばいで推移しています。部門別にみると、産業はほぼ横ばいですが、民

生と運輸が増加しています。しかし、運輸は１９９５年度（平成７年度）から、民生は２００５

年度（平成１７年度）からほぼ横ばいで推移しています（図１－４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石油製品別（燃料油）需要の推移をみると、１９８０年度（昭和５５年度）から２０００年度

（平成１２年度）にかけて増加しましたが、２００７年度（平成１９年度）には１９９０年度（平

成２年度）レベルまで減少しました。燃料種別にみると、Ｂ重油とＣ重油が大きく減少し、ナフ

サとガソリンが大きく増加しています（図１－５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－４ 部門別最終エネルギー消費の推移 

図１－５ 石油製品別（燃料油）需要の推移 

（出典：石油連盟 「今日の石油産業２００８」）

（出典：石油連盟 「今日の石油産業２００８」）
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石　油 ＬＮＧ
（液化天然ガス）

石　炭 ウラン
1兆2379億バーレル 177兆m

3 8475億トン 547万トン
（2007年末）

41.6年 60.3年

133年

100年

（2007年末） （2007年末） （2007年1月）

出典：（1）ＢＰ統計2008
出典：（2）ＵＲＡＮＩＵＭ2007  をもとに作成

（５）エネルギー資源の枯渇 

エネルギー資源には限りがあります。なかでも、世界のエネルギー消費の約４割を占める石油

は、その枯渇が心配されています。 

イギリスの石油会社ＢＰ社（Ｂｒｉｔｉｓｈ Ｐｅｔｒｏｌｅｕｍ）は、石油埋蔵量の統計調

査に基づいた化石燃料の可採年数を毎年発表しています。この報告では現在のペースで化石燃料

を使い続けた場合の残存年数について、石油の場合で約４２年と予測されています。 

日本は化石燃料への依存度が極めて高くなっていますが、これは日本に限ったことではありま

せん。近年、経済のグローバル化が進み、中国が著しい経済発展を見せる等、発展途上国の開発

も急ピッチに進んでいるため、化石燃料の需要は依然として高い水準で推移しています。今のま

までは、予測よりも早い時期に資源が枯渇する懸念があります（図１－６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図１－６ エネルギー資源の可採年数 

（出典：（１）ＢＰ統計２００８（２）ＵＲＡＮＩＵＭ２００７をもとに作成）
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３．これまでの取組み 

（１）国の取組み 

新エネルギーに関する国の施策は、大きく分類すると以下の３つから構成されており、その他

に２つの施策があります。また、地球温暖化防止対策に関する施策としては７つに分類すること

ができます。 

 

１）石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律（代エネ法） 

エネルギーの安定的かつ適切な供給の観点から、石油代替エネルギーの開発及び導入を促進す

る法的枠組みとして１９８０年（昭和５５年）に制定され、２００９年（平成２１年）７月には

法律の題名が「非化石エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律」と改められました。 

 

２）長期エネルギー需給見通し 

総合的なエネルギー政策を確立するため、エネルギー安定供給に向けた取り組みを促す観点か

ら、経済産業大臣の諮問機関である総合資源エネルギー調査会で策定されます。 

現在の長期エネルギー需給見通しは、２００９年（平成２１年）８月に取りまとめられ、２０

３０年（平成４２年）までの我が国のエネルギー需給とエネルギー起源ＣＯ２排出量について分析

されています。 

 

３）新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法（新エネ法） 

新エネルギー利用等の促進を加速化させるため１９９７年（平成９年）に制定され、エネルギ

ー使用者・エネルギー供給事業者・製造事業者等の努力義務、新エネルギー利用等に関する指針

の策定、事業者への金融上の支援措置等を規定しています。 

また、新エネルギーの定義等、具体的な内容については「新エネルギー利用等の促進に関する

特別措置法施行令」によって、①太陽光発電、②太陽熱利用、③風力発電、④バイオマス※1発電、

⑤バイオマス熱利用、⑥バイオマス燃料製造、⑦温度差熱利用、⑧雪氷熱利用、⑨中小規模水力

発電（１,０００ｋＷ以下）、⑩地熱発電（バイナリ方式）と規定しています。 

 

４）電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法（ＲＰＳ法） 

電気事業者に対して、一定量以上の新エネルギー等を利用して得られる電気の利用を義務付け

ることにより、新エネルギー等の利用を推進するための法律で２００２年（平成１４年）に制定

されました。 

 

５）バイオマス・ニッポン総合戦略 

２００２年（平成１４年）に農林水産省を中心として、地球温暖化防止、循環型社会形成、戦

略的産業育成、農山漁村活性化等の観点から、バイオマスの利活用推進に関する具体的取組みや

行動計画を取りまとめ、２００６年（平成１８年）に見直しを行いました。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
※１ バイオマス：もともとは生物（ｂｉｏ）の量（ｍａｓｓ）のことであるが、近年では「再生可能な生物由

来の有機性資源で、化石資源を除いたもの」として、間伐材や製材屑、剪定枝葉、畜産糞尿、

下水汚泥、食品残渣等、生物起源のエネルギー資源の総称として使われる。 
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６）地球温暖化対策推進本部の設置・地球温暖化対策推進大綱の策定 

京都議定書で日本が世界に約束した温室効果ガス６％削減の達成に向けて、１９９７年（平成

９年）に地球温暖化対策推進本部が設置され、１９９８年（平成１０年）に地球温暖化対策推進

大綱が策定されました。 

 

７）「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（省エネ法）の改正 

エネルギーの使用の合理化を総合的に進めるため１９７９年（昭和５４年）に制定された省エ

ネ法ですが、地球温暖化対策推進のため、以下のように改正が行われました。 

１９９８年（平成１０年） 

    エネルギー消費効率の向上のためのトップランナー方式の導入。 

２００５年（平成１７年） 

工場・事業場でのエネルギー管理の規制の一本化。運輸分野での省エネルギー対策の導

入。住宅・建築物への省エネルギー対策の強化。消費者による省エネルギーの取組みを促

す規定の整備。 

２００８年（平成２０年） 

工場・事業場ごとのエネルギー管理から企業全体でのエネルギー管理に変更。 

 

８）「地球温暖化対策推進法」の制定 

１９９８年（平成１０年）に制定され、各主体が一体となって地球温暖化対策に取組むための

枠組みを定めると共に、国・地方公共団体による実行計画の策定が義務付けられました。 

 

９）「京都議定書目標達成計画」の策定 

京都議定書の６％削減約束を確実に達成し、更なる長期的・継続的な排出削減を目指すため、

２００５年（平成１７年）に策定されました。 

 

１０）チーム・マイナス６％ 

京都議定書で約束した日本の温室効果ガス削減数値目標を達成するための国民的運動として、

２００５年（平成１７年）に立ち上げられました。 

 

１１）「低炭素社会づくり行動計画」の策定 

２００８年（平成２０年）７月に策定され、長期目標として「温室効果ガス排出量を２０５０

年（平成６２年）までに現状から６０～８０％の削減を行う」、中期目標として「２００９年（平

成２１年）のしかるべき時期に国別総量目標を発表する」としています。 

 

１２）「温室効果ガス排出量削減の中期目標」の発表 

２００９年（平成２１年）９月に政府は、気候変動首脳会合において、温室効果ガスの中期削

減目標として「１９９０年（平成２年）比で２０２０年（平成３２年）までに２５％削減するこ

とを目指す」と表明しました。 
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（２）岡山県の取組み 

１）岡山県環境基本計画（エコビジョン２０１０）の策定 

岡山県環境基本条例の理念を実現するため、１９９８年（平成１０年）に策定され、地球温暖

化防止を重点プロジェクトと位置付けています。 

 

２）岡山県地球温暖化防止行動計画の策定 

２００２年（平成１４年）に策定され、京都議定書における温室効果ガスの６％削減を達成す

るため、削減目標を１９９０年（平成２年）比６．５％としています。 

 

３）岡山県省エネルギービジョンの策定 

岡山県地球温暖化防止行動計画の省エネルギー分野の実施計画として２００７年（平成１９年）

に策定されました。 

 

４）新岡山県環境基本計画（エコビジョン２０２０）の策定 

岡山県環境基本計画の策定後、環境問題を取り巻く状況の変化に対応するため、２００８年（平

成２０年）に策定されました。「地域から取組む地球環境の保全」等を基本目標に掲げています。 
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（３）津山市の取組み 

１）津山市第４次総合計画の策定 

２００６年（平成１８年）に策定され、目指す都市像の一つとして「自然ゆたかな環境共生都

市」を掲げ、人と自然が共生したゆとりと安らぎのある生活空間の形成、環境への負荷の少ない

持続可能な循環型社会の実現を推進するとしています。 

 

２）津山市環境基本計画の策定 

２００３年（平成１５年）に策定された後、市町村合併による市域の拡大や、国・県の環境施

策の動向を反映するため、２００７年（平成１９年）３月に改定されました。環境基本計画では

「自然」「まち」「ひと」「循環」の４分野で将来像を示しており、「循環」分野では「資源と

エネルギーのまわるまち」として、ごみの排出抑制とリサイクル、省エネルギー・新エネルギー

の推進等を掲げています。 

 

３）エコオフィスプラン２００６（津山市地球温暖化対策実行計画）の策定 

２００６年（平成１８年）に策定されたこの計画では、温室効果ガス排出量の削減に加え、グ

リーン購入の推進等についても目標を掲げて取組みを進めています。 

 

４）津山市バイオマスタウン構想の策定 

地域のバイオマス資源を有効に利活用し、循環型社会の構築、地域の活性化、産業の振興、地

域並びに地球環境の保全を目的として、２００８年（平成２０年）９月に策定されました。 

 

５）津山市地球温暖化対策地域推進計画の策定 

津山市環境基本計画の地球温暖化対策プロジェクトを推進するため、２００９年（平成２１年）

３月に策定されました。「地球温暖化防止のための取組み項目」の実施率向上を目標に掲げ、リ

ーディングプロジェクトとして「自然エネルギー活用プロジェクト」等を示しています。 

 

６）新エネルギー設備の導入 

２００２年度（平成１４年度） 

林田小学校屋上に太陽光発電システム（１０ｋＷ）を導入。 

２００４年度（平成１６年度） 

大井東コミュニティハウス（現、大井東ふれあい学習館）屋上に太陽光発電システム（１

０ｋＷ）を導入。 

２００５年度（平成１７年度） 

本庁舎屋上に太陽光発電システム（１０ｋＷ）を導入。 

２００６年度（平成１８年度） 

小田中浄水場に小水力発電設備（３７ｋＷ）を導入。 

２００７年度（平成１９年度） 

あば温泉に木質チップボイラーを導入。 

戸島学校給食センターに、太陽熱を利用した太陽熱高度利用システムを導入。 
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４．新エネルギーの開発・導入の動向 

（１）新エネルギーとは 

「新エネルギー」は、１９９７年（平成９年）に施行された「新エネルギー利用等の促進に関

する特別措置法」において、「新エネルギー利用等」として規定されており、「石油代替エネル

ギーの利用のうち、経済性の面から普及が十分でないものであって、その促進を図ることが石油

代替エネルギーの導入を図るため特に必要なもの」と定義されています。そのため、実用化段階

に達し、普及が進んでいる大規模な水力発電や地熱発電、及び研究開発段階にある波力発電や海

洋温度差発電は、自然エネルギーであっても新エネルギーには指定されていません。 

「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」は２００８年（平成２０年）に一部改正さ

れ、具体的な新エネルギーとして、①太陽光発電、②太陽熱利用、③風力発電、④バイオマス発

電、⑤バイオマス熱利用、⑥バイオマス燃料製造、⑦温度差熱利用、⑧雪氷熱利用、⑨中小規模

水力発電（１,０００ｋＷ以下）、⑩地熱発電（バイナリ方式）が定義されています。 

この改正では、⑨中小規模水力発電（１,０００ｋＷ以下）、⑩地熱発電（バイナリ方式）が新

たに追加され、それまであった再生資源を原材料とする燃料の製造、再生資源を原材料とする燃

料等の熱利用及び発電利用、天然ガス自動車、メタノール自動車、電気自動車、燃料電池が新エ

ネルギーの定義より削除されました。 

また、新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ」という。）では、⑪クリーン

エネルギー自動車、⑫天然ガスコージェネレーション※１、⑬燃料電池※２、⑭ヒートポンプ※３に

ついて、革新的なエネルギー高度利用技術であって、普及を図っていくことが重要であるとして

います（図１－７）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－７ 新エネルギーの分類 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
※１ コージェネレーション(cogeneration)：一種類のエネルギーから電気・熱・蒸気など、二つ以上のエネルギー

を同時に発生させ、エネルギーを効率的に運用すること。熱電併給。 
※２ 燃料電池：水素と酸素の化学的な結合反応を利用し電力を発生させる装置のこと。 
※３ ヒートポンプ：気体を圧縮すると液化して発熱し、逆に液体を気化させると吸熱することから、この原理

を利用した加熱・冷却する装置のこと。 

（出典：ＮＥＤＯ「新エネルギーガイドブック２００８」）
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（２）新エネルギーの技術動向 

①太陽光発電 

太陽電池は、材料、形態等により、概ね以下の５種類に分類されます（表１－１）。 

 

表１－１太陽電池の分類 

１ 
多結晶シリコン

太陽電池 

発電効率が高い一方、シリコンの使用量が多く生産コストが高い単結晶タイプに

比べ、多結晶シリコン太陽電池は生産コストと性能のバランスが良く、太陽電池の

主流となっています。大量生産技術の確立による低コスト化が進み、基板の高品質

化・薄型化、セル工程での基板改質・光閉じ込め強化・高速熱処理等の高効率化技

術の開発も進められています。 

２ 
薄膜シリコン 

太陽電池 

アモルファスシリコンと薄膜多結晶シリコンのハイブリッド化によりシリコン原

料の使用量が削減されると共に、アモルファスの光劣化や低効率に対処できます。

新しい光閉じ込め構造や超高周波を用いた高品質大面積ＣＶＤ装置の開発等、高効

率化技術の開発も進められています。 

３ 

ＣＩＳ（Ｃｕ,

Ｉｎ,Ｓｅ） 

系太陽電池 

シリコンの代わりにＣｕ（銅）,Ｉｎ（インジウム）,Ｓｅ（セレン）等から

なる化合物を用いた太陽電池です。製造法や材料の種類が豊富で、低コスト品

から高性能品まで対応できます。セレン化法と多元蒸着法により高効率化、低

コスト化が進められています。 

４ 
超高効率 

太陽電池 

Ｇｅ（ゲルマニウム）基板を用いた３接合太陽電池で、光強度を数百倍にする集

光システムと、集光による温度上昇を抑える放熱システムの組合せにより、発電効

率が４０％近くに達する太陽電池が開発されています。 

５ 
色素増感 

太陽電池 

色素を用いて高起電力を得る太陽電池です。製造が簡単で材料も安価なため、大

幅な低コスト化が見込まれます。軽量、着色可能等の特徴がありますが、効率と寿

命が課題で技術的改良が進められています。 

 

②太陽熱利用 

太陽熱を高付加価値で利用できる形態や新構造のシステム開発等により、今まで導入の中心だ

った戸建て住宅以外の公共施設、集合住宅及び産業施設等、新分野への導入拡大が期待されます。

また、従来、建物の外観に与える影響の大きさが課題となっていましたが、屋根・建材一体型の

機器や、太陽光発電とのハイブリッド型等の製品開発が進み、次第に改善されています。 

 

③風力発電 

安定的、効率的に電気エネルギーを得るという観点から、風力発電システムにおける各機器の

力学的、電気的構造の改良や材質等の研究開発が進められています。 

また、系統連系※１対策・強風対策・落雷対策・騒音対策等の課題を克服するための技術開発も

進んでいます。中でも系統連系対策（風況の変化に伴う発電出力の変動対策）は最も重要な懸案

事項となっており、ウィンドファームにおける複数風車の組み合わせや蓄電池の併設等よる出力

変動の平滑化について、その有効性・実用性の研究が続けられています。 

一方、一般家庭や事業場のほか、街路灯、屋外時計等へも利用可能な小型風力発電の研究も進

められています。立地選定や系統連系等の課題を抱える大型風力発電に対し、設置場所の自由度

が高く、設置コストも比較的低く抑えられるため、大きな期待が寄せられています。 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
※１ 系統連係：発電設備（分散型電源）を既存の系統（電力会社の設備等）に新たに接続すること。接続の際

には電圧，周波数等を同調させる必要がある。 
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④バイオマス発電   ⑤バイオマス熱利用   ⑥バイオマス燃料製造 

バイオマス資源には多種多様なものが存在し、エネルギー利用のための変換方法も様々なもの

が実用化、研究開発されています。大きく分けると、直接燃焼、熱化学的変換、生物化学的変換、

化学合成変換の４つに分類されます（表１－２）。 

 

表１－２ バイオマスエネルギーの変換方法 

エネルギー 

変換方法 

エネルギー 

変換技術 

原料となる 

バイオマス資源 
最終利用形態 

エネルギー 

利用用途 

― 間伐材・製材廃材 チップ・ペレット 発電・熱利用 
直接燃焼 

― 黒液 黒液 発電・熱利用 

ガス化 間伐材・製材廃材 メタン・水素 発電・熱利用 
熱化学的変換 

炭化 間伐材・製材廃材 炭 熱利用 

メタン発酵 
食品残渣・下水汚泥 

畜産廃棄物・刈草 

バイオガス 

（メタン） 

発電・熱利用 

バイオマス燃料 
生物化学的変換 

エタノール 

発酵 

間伐材・製材廃材 

多収穫米・農業残渣 
バイオエタノール バイオマス燃料 

化学合成変換 エステル化 廃食油 
ＢＤＦ（Ｂｉｏ Ｄｉｅ

ｓｅｌ Ｆｕｅｌ） 
バイオマス燃料 

 

《バイオマスエネルギーの主な変換技術》 

（ⅰ）木質ガス化 

間伐材や製材廃材等を低酸素状態で加熱すると、揮発性ガスが発生し、有気物は炭化されます。 

発生するガスは加熱温度によって性状が異なり、５００～６００℃の温度帯は通常の炭製造の

温度で、発生するガスは炭製造時の加熱用燃料として使用できます。また、このとき生成した炭

は脱臭剤、浄化剤、土壌改良剤、燃料等様々な用途があります。 

７００℃近辺で発生するガスはメタンを含有しており、ガスエンジンによる発電に利用するこ

とができます。 

８５０℃以上では水蒸気改質反応が進み、ガス中の水素ガスの比率が高くなってきます。水素

ガスはその無公害性から将来の車両燃料として期待されています。 

ガス化炉の形式は大きく分けて固定床型、流動床型、噴流床型、ロータリーキルン型の４つに

分類できます（表１－３）。 

表１－３ ガス化炉の分類 

炉型式 国内実証試験機 

アップドラフト式 山形県立川町・兵庫県一宮町 

固定床型 
ダウンドラフト式 

岩手県衣川村・岩手県葛巻町・奈良県五條市・ 

兵庫県明石市・山口県下関市 

バブリング式 高知県大正町 
流動床型 

循環式 徳島県阿南市・島根県平田市・千葉県袖ヶ浦市 

噴流床型 微粉体バーナー式 長崎県諌早市 

内熱式 ― ロータリー 

キルン型 外熱式 山口県山口市・三重県伊賀市 

 

 （ⅱ）メタン発酵 

スーパーや食品工場等からの食品残渣、畜産農家からの廃棄物、刈草、及び下水汚泥等から、
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嫌気発酵によりメタンガスを発生させ、発電や給湯器等の燃料として利用することができます。

副産物として出る発酵残渣は、有機肥料として農地還元する等の有効利用が可能です。メタン発

酵には有機物の固形分濃度により、湿式法と乾式法があり、それぞれ運転方式・処理方式・処理

温度で分類されています（表１－４）。 

 

表１－４ メタン発酵法の分類 

固形分濃度 運転方式 処理方式 処理温度 

完全混合 ３５℃又は５５℃ 湿式法 

（～１０％） 
連続式 

押出し流れ ３５℃又は５５℃ 

バッチ式  ３５℃又は５５℃ 

完全混合 ３５℃又は５５℃ 
乾式法 

（２５～４０％） 連続式 
押出し流れ ３５℃又は５５℃ 

 

（ⅲ）エタノール発酵 

資源作物としての多収穫米や農業残渣である稲わら・麦わら等を分解して酵母によるアルコー

ル発酵でエタノールを生成します。バイオエタノールはガソリン混合燃料として利用が可能です。

また、副産物として出る発酵残渣は、飼料用原料やメタン発酵原料、有機肥料等に利用できます。 

現在、稲わら・麦わら等のセルロースを分解する酵素の低コスト化の研究開発、発酵効率の高

い酵母の開発、生成エタノールの蒸留における高効率化・低コスト化の開発等、様々な課題に対

しての技術開発が進められています。 

また、エタノール発酵→メタン発酵の２段発酵システムの研究開発も進められています。 

 

（ⅳ）バイオディーゼル燃料（ＢＤＦ）化 

植物油等の廃食油からバイオディーゼル燃料（ＢＤＦ）を製造し、軽油の代替燃料としての利

用が可能です。ＢＤＦは軽油に比べ排気ガス中の黒鉛が少なく、硫黄酸化物を排出しません。 

廃食油にアルカリ触媒下でアルコールを加え、エステル化※１したものがＢＤＦですが、エステ

ル化の過程で副産物であるグリセリンが生成されます。精製してＢＤＦを得た残りの液に含まれ

るグリセリンとアルカリ触媒は分離が困難であるため、アルカリ触媒を使用しない以下のＢＤＦ

製造法の開発も進められています（表１－５）。 
 

表１－５ アルカリ触媒を使用しないＢＤＦ製造法 

製造方法 特徴 

無触媒 

加熱メタノール蒸気法 

設備・工程が比較的単純。ＢＤＦの生産量が大きい。 

回収グリセリンの純度が高い。廃液・排水の量が極めて少ない。 

多孔性陰イオン交換樹脂 

を触媒とする方法 
５０℃、大気圧でエステル化。イオン交換樹脂は再生可能。 

超臨界アルコール 

を用いるＳＴＩＮＧ法 

高温、高圧化（２３９℃、８ＭＰａ）でエステル化。廃液が出ない。 

設備が大規模になる。グリセリンが生成されない。 

動物性油脂も利用できる。 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
※１ エステル化：酸とアルコールを反応させると、水分子が取れて結合（脱水結合）します。この結合した物

をエステルと呼び、一連の反応をエステル化と言います。ＢＤＦ製造においては廃食油中の脂

肪酸部分とメタノールが反応してＢＤＦ（脂肪酸メチルエステル）が生成されます。 
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⑦温度差熱利用 

年間を通じて水温変動の小さい海水や河川水と、大気との温度差を利用して冷暖房や給湯の熱

源を得る温度差熱利用は、システム自体の技術はほぼ確立されています。今後の開発課題として、

ヒートポンプや熱交換器の性能向上、生物の付着による配管の閉塞等があります。 

 

⑧雪氷熱利用 

雪や氷を夏まで保管し、その冷気や溶けた冷水をビルの冷房や農作物の冷蔵等に利用するシス

テムで以下のような種類があります。 

（ⅰ）雪室・氷室 

雪氷を倉庫に蓄え、その冷熱を自然対流させて庫内温度を低げるシステム。 

（ⅱ）雪冷房・冷蔵システム 

雪氷を倉庫に蓄え、空気や不凍液等を循環させて冷熱を取得するシステム。 

（ⅲ）アイスシェルターシステム 

冬に凍らせた氷を冷熱源として冷房や冷蔵に使用するシステム。 

（ⅳ）人工凍土システム（ヒートパイプ） 

ヒートパイプによる外気の冷熱で貯蔵庫の周辺土壌を凍らせるシステム。 

 

⑨中小規模水力発電（１，０００ｋW 以下） 

新エネルギーとして定義される１,０００ｋＷ以下の水力発電は出力規模によって更にミニ水

力発電（１００～１,０００ｋＷ）、マイクロ水力発電（５～１００ｋＷ）、ピコ水力発電（５ｋ

Ｗ以下）に分類されます。 

発電に用いる水車の種類は水の流れの運動エネルギーを水車に衝突させてエネルギー取り出す

衝動型と、水車の前後の水の圧力差からエネルギーを取り出す反動型に大別できますが、具体的

には水の落差によってほぼ決まり、高低差２ｍ以下では開放周流形水車（衝動型、日本古来の水

車のタイプ）、２～１８ｍではプロペラ水車（反動型）、５～６０ｍではクロスフロー型（衝動

型）及びフランシス型（反動型）が一般的です。また、最近では、開水路落差工用発電システム

（ハイドロアグリ）と呼ばれる高低差２ｍ程度の用水路落差工に簡易に設置できるコンパクトな

発電機や、水車と発電機を一体化（配管内のプロペラ外縁部に磁石をつけ、管に付けたコイルと

の間で発電する）させて、従来製品の半分のサイズで既存の配管に簡単に取り付けられる発電機

等が開発されています。 

 

⑩地熱発電（バイナリ方式） 

地下から高温高圧の蒸気を取出し、タービンを回して発電を行う従来の地熱発電では利用でき

なかった１５０～２００℃の中高温熱水でアンモニア水、ペンタン等沸点の低い液体（熱媒体）

を加熱沸騰させ、その高圧の媒体蒸気でタービンを回して発電する方法をバイナリ方式地熱発電

といい、新エネ法の改正により新しく新エネルギーとして追加されました。 

 

⑪クリーンエネルギー自動車 

石油代替エネルギーの利用や、ガソリン消費量の削減により、排気ガスを全く排出しない又は

排気ガスが極めて少ない自動車で、以下のような種類があります（表１－６）。 
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表１－６ クリーンエネルギー自動車の種類 

電気自動車 バッテリーからの電気でモーターを動かして走る自動車。 

ハイブリッド車 
従来のエンジンと電動モーター等の二つの動力を効率良く切

り替えて走る自動車。 

天然ガス自動車 ガソリンや軽油の代わりに天然ガスを燃料にする自動車。 

メタノール自動車 ガソリンや軽油の代わりにメタノールを燃料にする自動車。 

ディーゼル代替ＬＰガス車 液化石油ガスを燃焼させて走る自動車。 

燃料電池車 

燃料電池で発電した電気でモーターを動かして走る自動車。 

燃料電池自動車は現在開発中ですが、近い将来クリーンなエネ

ルギーによる自動車として期待されています。 

 

この中で、将来に向けて技術開発が進められているのが燃料電池車で、低温時始動性、耐久性、

航続走行距離等の課題の克服に向けた研究開発が進められています。 

 

⑫天然ガスコージェネレーション 

発電機で電気を作るときに同時に発生する熱を同時に利用するシステムで、電気と熱を無駄な

く有効に利用できれば、総合効率が７０～８０％に達する場合もあります。 

病院・ホテル・デパート等、電気や熱を多く使っている施設や、自家発電設備を備えている大

規模な施設の常用の電源と熱源として適しています。 

 

⑬燃料電池 

燃料電池には幾種類か燃料が検討されていますが、水素と酸素が結合して水ができる反応（水

の電気分解の逆反応）によって電力を取出す方式が一般的で、火力発電の発電効率が４０～５０

％であるのに対して、燃料電池の理論発電効率は８３％となり、その理論発電効率の高さが特徴

となっています。燃料電池には以下の種類があります（表１－７）。 

 

表１－７ 燃料電池の種類 

 低温型 高温型 

型式 
固体高分子形 

（ＰＥＦＣ） 

りん酸形 

（ＰＡＦＣ） 

溶融炭酸塩形 

（ＭＣＦＣ） 

固体酸化物形 

（ＳＯＦＣ） 

電解質 イオン交換膜 りん酸 
炭酸カリウム／ 

炭酸リチウム 
安定化ジルコニア

伝導イオン 水素イオン（H+） 水素イオン（H+） 炭酸イオン（CO３
２-） 酸素イオン（O２-）

運転温度 常温～１００℃ ２００℃ ６５０℃ １,０００℃ 

燃料（反応） Ｈ２ Ｈ２ Ｈ２、ＣＯ Ｈ２、ＣＯ 

原燃料 
天然ガス,ＬＰＧ, 

メタノール,ナフサ 

天然ガス,ＬＰＧ, 

メタノール, 

ナフサ,軽質油 

天然ガス,ＬＰＧ, 

メタノール,ナフサ,

軽質油,石炭ガス化

ガス 

天然ガス,ＬＰＧ, 

メタノール,ナフサ,

軽質油,石炭ガス化

ガス 

発電効率 ３６～４５％ ３６～４５％ ４５～６０％ ５０～６０％ 

出力規模 １～２５０ｋＷ ５０～１万ｋＷ 数千～数十万ｋＷ ～数十万ｋＷ 

用途分野 
家庭用,自動車, 

オンサイト 

オンサイト, 

分散電源 

分散電源, 

大容量発電 

小型～大容量発電 

までの可能性 
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⑭ヒートポンプ 

ヒートポンプは、気体は圧力がかかると温度が上がり、減圧すると温度が下がるという法則を

利用したシステムで、投入する電気エネルギーの３～６倍の熱エネルギーを得ることができるの

が最大の特徴と言えます。冷媒に二酸化炭素を使用するヒートポンプ給湯器「エコキュート」は、

現在広く普及しています。 

大気と同じ温度の冷媒を電気エネルギーによる圧縮機で圧縮し、高温となった冷媒の熱を給湯

や暖房に活用し、給湯によって熱を奪われた圧縮冷媒を減圧するときの温度低下を冷房や冷蔵に

活用します。冷媒や熱交換器の性能向上による低コスト化、高効率化、小型化、設置性向上等の

技術開発が進められています。 
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（３）新エネルギーの導入動向 

 新エネルギーの導入動向は次のとおりです（表１－８）。 

 

表１－８ 新エネルギーの導入動向 

新エネルギー種 導入状況 

①太陽光発電 

２００３年度（平成１５年度）末の導入実績は８６万ｋＷで、世界第１位でした

が、２００５年（平成１７年）にドイツに抜かれ、２００８年（平成２０年）末現

在では１９７万ｋＷまで増加したものの、ドイツ（５４０万ｋＷ）、スペイン（２

３０万ｋＷ）に次ぐ世界第３位と順位を下げました。 

電力会社から購入する電気料金（２１円／ｋＷ）に対して発電コスト（４８円／

ｋＷ）が高いことが課題ですが、２００９年（平成２１年）１月より住宅用の補助

金制度が再開され（１ｋＷ当り７万円）、また余剰電力買取価格が２００９年（平

成２１年）１１月から従来の約２倍（４８円／ｋＷｈ）に引き上げられたこともあ

り、導入量の伸びが期待されます。 

②太陽熱利用 
１９７９年（昭和５４年）の第二次石油危機の当時はブームとなりました。しか

し、近年では導入量が減少し、生産台数減少によるコスト高が課題となっています。

③風力発電 

政府・ＮＥＤＯによる導入促進政策や、電力の優遇買い上げ等により、 ２

００９年（平成２１年）３月末現在で１８５万ｋＷの導入量となっています。

また、１基当たりの容量の大型化（１,０００ｋＷ以上）や風力発電機の複

数集合化（ウィンドファーム）が進み、日本に４００件余りある風力発電設

備のうち、５９件が総出力１０,０００ｋＷ以上の大規模ウィンドファームと

なっています。 

今後は一般家庭用や街路灯用の小型風力発電設備についても、導入の伸び

が期待されています。 

④バイオマス発電 

 

 

⑤バイオマス熱利用 

 

 

⑥バイオマス燃料製造

●木質バイオマス発電施設は政府の助成策等により、１９９９年度（平成１１

年度）に１２基だったのが、２００８年（平成２０年）までに１４４基へ増

加し、バイオマスボイラー施設数も１９９９年度（平成１１年度）の１７４

基から、２００８年度（平成２０年度）は６１５基に伸びました。 

しかし、施設増加による燃料不足のため稼働を休止する発電事業者が出て

きています。搬出費用が高いため利用できていない林地残材を活用するた

めの施策の整備が急がれます。 

●全国約３００ヶ所の下水処理場で製造される年間３億ｍ３のバイオガス（主

成分：メタン）の内、約３割は未利用のまま大気に放出されていますが、

２００９年（平成２１年）７月に成立した「エネルギー供給構造高度化法」

で、ガス会社にバイオガスの買取・利用が義務付けられることとなったこ

とに伴い、今後は未利用のバイオガスの有効利用が進み、バイオガス生産

量の増加も期待されます。 

●バイオエタノールについては、２００３年（平成１５年）の「揮発油等の品

質の確保等に関する法律」改正により、ガソリンに３％までの混入が認め

られました。今後は税法上の促進施策が期待されます。 

●ＢＤＦは全国で年間約５,０００トンが生産されており、菜の花プロジェク

ト等に見られる地域住民の環境意識の啓発、地域の活性化や地域農業の振

興等の面で期待されていますが、製造コスト及び車両への適応性等の課題

があります。 

⑦温度差熱利用 熱供給事業による導入事例はありますが、導入量は低い水準です。 

⑧雪氷熱利用 

２００８年（平成２０年）７月の北海道洞爺湖サミット会場に導入され、

話題となりました。全国の導入事例は１００件を超え、その半数近くが北海

道での活用です。 

⑨中小規模水力発電 

資源エネルギー庁によると、１,０００ｋＷ以下の水力発電施設は全国で４

６５か所あり、計約２０万ｋＷ（２００８年（平成２０年）３月調査）の発

電能力があります。今後更に小流量・小落差用の安価で高性能な小水車発電

機や低コストで簡易な発電システム等の技術開発が求められています。 

⑩中小規模地熱発電 

２００５年（平成１７年）時点で国内２０の発電プラントで総出力約５４

万ｋＷが稼働しています。 

設備設置にあたり掘削費用が高いこと、開発可能地域が自然公園法の制約

を受ける地域に多いこと、温泉への影響を懸念する地元の声があること等の
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課題があり、開発は停滞傾向にあります。低コストな機器・システムの開発、

導入促進のための助成制度の整備、電気事業法における規制緩和等が必要で

す。 

 

⑪クリーンエネルギ

ー自動車 

ハイブリッド自動車、天然ガス自動車については、比較的順調に導入量が増加し

てきており、２００７年（平成１９年）のハイブリッド自動車の保有台数は３６万

台近くになっています。２００９年（平成２１年）４月よりエコカー減税及びエコ

カー補助金が導入され、導入量が更に伸びています。 

電気自動車については、２００９年（平成２１年）に国内メーカーから量産型が

発売されるなど、導入が進んでいます。 

ガソリン・天然ガス以外のエネルギーを用いるクリーンエネルギー自動車は、エ

ネルギー供給インフラへの投資コストが課題となっています。 

⑫天然ガスコージェ

ネレーション 

２００８年（平成２０年）３月末時点で、７,８１６件の施設で１２,３０３

台、合計９,２２８ＭＷのコージェネレーション施設が稼働しています。環境

省の「地方公共団体対策技術率先導入補助事業」の補助対象となっているこ

とから、今後の導入量の伸びが期待されます。 

⑬燃料電池 
りん酸形は減少していますが、固体高分子形は実用化普及に向けて内外企業の開

発競争が本格化しています。今後大規模な導入が期待されます。 

⑭ヒートポンプ 

２００８年（平成２０年）１０月の時点でエコキュートの普及台数は１５０万台

を超えています。政府が温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置に

ついて定めた「政府の実行計画」では、エコキュートを政府建物へ率先導入

し、社会全体への普及を牽引していくことが謳われており、今後ますますの

普及が期待されます。 

 

 

 

 

 

 

（注）①から⑩までが新エネルギーですが、ＮＥＤＯでは革新的なエネルギー高度利用技

術である⑪から⑭についても普及を図っていくことが重要であるとしています。 
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５．津山市域における新エネルギー導入状況 

（１）バイオマス 

１）チップボイラー 

 あば温泉で稼働中のチップボイラーは、ＮＥＤＯとの共同事業として導入されました。風倒木

や端材のチップを使う本格的なボイラーの導入は中国地方初の試みです（図１－８）。 

２００８年（平成２０年）時点で、全国では６１５件の木質バイオマスボイラーが導入されて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－８ あば温泉木質チップボイラー 

 

２） ペレット製造設備     

民間の木材加工事業所のほか、岡山県立津山工業高等学校に導入されています。津山工業高校

では竹やヨシ、剪定枝や紙ごみ等、多様な資源からペレットを製造するユニークな取組みが精力

的に行われています（図１－９）。 

２００９年（平成２１年）時点で、全国ではペレット製造設備が５１件導入されています。 

 

 

 

 

  

 

 

図１－９ 岡山県立津山工業高等学校のペレット製造設備 

 

３） ペレットストーブ   

津山市中央公民館に３基導入されています。 

 ２００８年（平成２０年）時点で、全国では１１，０９４件のペレットストーブが導入されて

います。 
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（２）太陽光発電 

２００８年（平成２０年）の時点で、民間事業者工場（６７０ｋＷ）、市役所本庁舎（１０ｋ

Ｗ）、津山工業高等専門学校（４０ｋＷ）等、公共・産業等用で１４件、家庭用で５４６件の太

陽光発電設備が導入されています（図１－１０）。 

全国では、家庭用太陽光発電設備が４２８，８１４件導入されています。 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１０ 太陽光発電設備 

 

（３）太陽熱利用 

戸島学校食育センターで集光面積６８．７６ｍ２の太陽熱高度利用システムが導入されています

（図１－１１）。 

 

 

 

 

 

図１－１１ 戸島学校食育センターの太陽熱高度利用システム 

 

（４）小水力発電 

小田中浄水場で３７ｋＷの発電設備が導入されています。上水道で水力発電をするのは全国で

７例目、中四国・九州地区では初の試みです（図１－１２）。 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１２ 小田中浄水場の小水力発電設備 

 

（５）風力発電 

加茂町倉見の五輪原地区で、２０１３年（平成２５年）末に稼働予定の風力発電施設の建設が

計画されています。出力８万ｋＷと国内最大級の規模となります。 

市役所本庁舎の太陽光発電設備 津山工業高等専門学校の太陽光発電設備 

標高 
高

低 

 

第一配水地

 

水車 

 

第三配水地 

市内高台地域へ供給
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６．ビジョン策定の基本的な考え方 

（１）ビジョンの位置付け 

津山市では、県北の中核拠点都市として発展し、飛躍を期するための指針を示す計画として「津

山市第４次総合計画」を策定しています。その計画の目指す都市像の１つ「自然ゆたかな環境共

生都市」を実現するため、環境面での総合計画である「津山市環境基本計画」を策定しており、

そのうち「地球温暖化対策プロジェクト」を推進するための個別分野計画として「津山市地球温

暖化対策地域推進計画」を策定しています。 

このビジョンは「津山市地球温暖化対策地域推進計画」のリーディングプロジェクトの１つと

して掲げている「自然エネルギー活用プロジェクト」を推進するための計画と位置づけ、「津山

市バイオマスタウン構想」で掲げる「地域内にあるバイオマスの利活用促進」と共に推進するも

のです（図１－１３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１３ 津山市地域新エネルギービジョンの位置付け 

 

 

 

「津山市地域新エネルギービジョン」の位置付け 

「津山市第４次総合計画」 

     ・自然ゆたかな環境共生都市 

「津山市環境基本計画」 

     ・地球温暖化対策プロジェクト 

「津山市地球温暖化対策地域推進計画」 

     ・自然エネルギー活用プロジェクト 

「津山市地域新エネルギービジョン」 

「津山市バイオマスタウン構想」 

     ・地域内にあるバイオマスの利活用促進 

環境面での総合計画 

地球温暖化対策の 

個別分野計画 
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（２）ビジョンの対象範囲 

１）地理の範囲 

津山市全域とします。 

 

２）推進主体の範囲 

このビジョンの推進主体は、市民・事業者・市民団体・教育機関・市とし、以下のように定義

します。 

 

 

 

（３）目標年度 

目標年度を２０２０年度（平成３２年度）とします。 

市民 市内に在住・通勤・通学する人で、子どもを含みます 

事業者 市内で事業活動を行っている企業や組合、自営業者 

市民団体 
町内会、ボランティア団体等、公益活動のために市民によって組織さ

れた団体 

教育機関 
市内に設置されている大学、高等専門学校並びに高等専門学校専攻科、

高等学校、中学校、小学校、幼稚園及び保育園 

市 
市長部局、議会事務局、選挙管理委員会事務局、監査事務局、公平委

員会事務局、農業委員会事務局、水道局及び教育委員会 


